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はじめに

星の輝くエネルギーの大半は核融合反応によって生じる。「地上に太陽を

作る」核融合の研究は人類をエネルギー問題から解放する究極のエネルギー

と言われてきた。かつて石油危機が世界を震撚させた頃、核融合研究への期

待は大きかった。長きにわたり日本の核融合研究を率いてきた山本賢三博士

はその著書円の中で当時を振り返り、予算増額に尽力された土光敏夫経団
連会長の次のような言葉を紹介している。「山本さん、核融合はわれわれ経

済界があなたがたにやっていただいているのであって、お礼を申し上げるの

はこちらの方だ。」四半世紀が過ぎ去った現在、核融合研究者は未だ解決す
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べき課題が山積しておりさらに予算が必要であると主張している。しかし

かつてのような熱い期待はどこかへ消え去ってしまったようである。そメ△、
フ、

れは単にのどもと過ぎて熱さを忘れただけなのだろうか。核融合研究の片隅

に身を置いて、このような研究者集団と社会との意識のずれが広がりつつあ

るのではないかという危倶を感じざるを得ない。しかしかかる現象は核融合

研究に限らず、高度専門化が進んだ現代社会の様々な分野にみられるのでは

ないか。ここではエネルギー開発という限られた分野における一例ではある

が、このずれを埋める努力が研究者の側に求められているのではないかとい

う認識に立って個人的な考えをまとめたものである。

第5章エネルギー開発における認識論的転換 ☆井口春和☆

5.1

人類は、18世紀に始まった産業革命以来、再生不可能な地球資源を消費

しながら高度産業文明を築き上げてきた。18 世紀末のマルサス 121 の予測

に反して食糧資源の増産は著しく、人口の幾何級数的成長は 20世紀にも止

まることはなかった。これに伴ってエネルギー需要も急増した。この傾向は

石炭エネルギーから石油エネルギーへの転換が進んだ20世紀中期以降益々

顕著になった。一方 1970年代初頭に、このような幾何級数的成長を続けれ

ぱ人類はいずれ破局に至るしかなく、早急、に地球規模での対策が必要であ

るとして警鐘を発したのが、「ローマクラプ」のレポート「成長の限界」[31

であった。人口、資源、汚染など様々な要素を地球規模で取り入れたシミュ

レーシヨンは、本質的概念として地球を有限なーつのシステムととらえた初

めてのものであった。その世界モデルの予測するところは、何の対策もとら

なければ、今後数十年の間に資源は急、速に枯渇に向かい、食料と医療サービ

スの減少による死亡率の上昇によって人口は破局的減少に転じるであろうと

いうものであった。このグループの活動はその後も続き、「持続可能な社会」

を築くために人類が選択すべきシナリオを提言してきた同。最初のレポー

トから30年が経過した今日、その予測するところが個々には必ずしも正し

石油危機とエネルギー資源論
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かったわけではないが、破局を避けるために必要と考えられるーつーつの対

策がどのような地球規模のインパクトを与えるかという視点で考察した試み

は画期的であり、その警鐘は今も重要性を失っていない。

その後まもなく世界は2度にわたる石油危機同を体験することになった。

その直接の原因が中東戦争あるいはイラン革命を契機とする資源ナシヨナリ

ズムの高揚といった政治的理由であったとしても、これはエネルギーの観点

から表面化した地球資源枯渇への警鐘だったといえる。主要なエネルギー源

を中東石油に依存していた西側先進国は経済的パニックに陥り、エネルギー

資源の多様化と新たなエネルギー開発の必要に迫られた。エネルギー資源に

乏しい上に高度成長期にあった日本では、あまりにも石油(しかもほとんど

中東の石油)に依存してきたエネルギー政策を見直して、天然ガスや原子力

の拡大が図られてきた。とりわけ原子カエネルギーは、高速増殖炉まで考慮

に入れれぱ相当の長期にわたって資源の枯渇に悩まされることはなく、この

エネルギー危機における救世主のように思われた。そして原子力発電所の建

設ラッシュが始まった。しかしながらこの期間の特筆すべきことは、省エネ

ルギーに関する個人レベルの認識の拡がりと、産業界を中心とする省エネ

ルギー技術の進展であった。特に80年代前半の日本では、石油依存度を減

少させただけでなく、総エネルギー消費が減少する中で経済の成長を可能

にい61、先進国の中で最もうまく石油危機を克服したと賞賛された。一方、
OPEC諸国は、石油戦略発動が引き起こした西側先進諸国の経済停滞の影

響で意図したほどの経済的成長を果たすことができなかった。そればかり

か、急腸々な社会変化はかえってイラン革命に代表されるようなイスラム原理

主義への回帰の傾向を強め、一枚岩を維持することさえ難しくなった。この

ため石油価格は下落し、世界は再び安い石油を手にすることになった。この

ような世界情勢の変化は省エネルギー思想を後退させ、我が国においてもバ

ブル景気と共に排気量の大きい車が好まれるようになったり家庭でのエアコ

ンの普及が進むなど、エネルギー需要と石油消費は再び拡大の方向に向かう

ことになった。さらに石油危機の頃30-40年で枯渇するといわれた石袖資源
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も、新たな油田の発見によりその可採年数は増加の傾向さえみせ、今も如

年程度といわれる。オイルサンドやオイルシェールといわれる非在来石油系

資源岡も採掘コストを2倍程度まで許容すれば採算が取れるとさえ言われ

ている。石炭資源はさらに豊富で、その可採年数は 200年以上と推定されて

いる。石油に主役を奪われた形の石炭資源であるが、液化技術あるいはガス

化技術がさらに進めぱ再び基幹エネルギーになりうる可能性を持っている。

さらにメタンハイドレート(水の分子に取り囲まれたメタンの氷)などこれ

まで未知とされてきた新たな資源も膨大に存在するらしい 181。現在では、

化石燃料が21世紀中に枯渇することはないという楽観的な見方が主流にな

りっつぁり 191、資源枯渇論に基づくエネルギー危機は当面去ったといえる。

第5章エネルギー開発における認識論的転換

地球環境危機がもたらす新しいエネルギー間題5.2

☆井口春和☆

ところが近年、エネルギー問題はこれとは異なる側面から再び注目される

ことになってきた。それは、人口増大と化石燃料の大量消費に伴う地球環境

問題としてである[10-151。

化石資源ををエネルギー源として燃やすことによる環境汚染の問題は特別

新しいことではない。かつて石池コンビナートの集中した四日市市で発生し

たいわゆる四日市喘息、は日本における代表的な公害問題としてよく知られて

いる。全国各地で報じられた車の排気ガスによる光化学スモッグ問題も記憶

に新しい。それでもこれらは限られた地域の現象であって、その解決はどち

らかといえぱそれぞれの国あるいは地域の問題としてとらえられてきた。日

本をはじめ西欧先進国では技術開発によってこれらの問題をかなりの程度解

決してきた。しかし、モータリゼーションの世界化はこの問題を世界中に拡

散させ、現在では開発途上国の大都会における深刻な問題となっている。こ

れに対して大気中に拡散した二酸化硫黄が雨水に溶けて森林や湖水を汚染す

る酸性雨の現象は既に1950年頃から北ヨーロッパで観測され、西ヨーロッ
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パの工業地帯の排煙が原因だとされた。このように国境を越えて影響が及ぶ

ようになると国家間の利害が絡み国際問題に発展していった。その問にも酸

性雨の問題はヨーロッパだけでなく、北米にも広がっていった。ヨーロツパ

諸国やカナダなど先進国では国際的な取り組みとして長距離越境大気汚染条

約(1979年)を結んで硫黄排出量の削減を図るなどの対策を講じている0 し

かしこの問題は現在も世界的に拡散しっつぁり、近年は中国南部の森林での

被害も報告されてぃる。膨大な人口を抱える中国は豊富な石炭資源への依存

度が高く、酸性雨の問題は今後も拡大される恐れがあり、決して解決した問

題ではない。

このような環境問題の中でこの 10年ほどの間に急速に国際的な議論の対

象として浮上してきたのが、二酸化炭素の排出による地球温暖化問題であ

る。ローマクラブのレポートでは「汚染」という抽象的な言葉でしか表現さ

れてぃなかったことが、「二酸化炭素」と n呈暖化」という地球の有限性に

かかわる具体的な量として我々の前に提示されてきたのである。化石燃料か

ら排出される二酸化炭素は膨大な量であり、不純物除去とは本質的に異な

る。そもそも化石燃料とは炭素と水素の化合物を酸化して二酸化炭素と水に

変換する化学反応のエネルギーを利用するものである。従って燃焼による排

ガスは殆どが二酸化炭素と水蒸気である。メタンガスを主成分とする天然力

スが石油よりもクリーンであるといわれるーつの理由はその組成において炭

素の割合が低いからである。長い地球の歴史から見れば、寒冷期には二酉"化

炭素濃度は低く、温暖期には高いというように大きく変動してきたわけで、

そもそも現在の温暖化現象が人為的な二酸化炭素排出によるかどうかわか

らないという議論もあった。しかし 10年くらい前からやはり地球の温暖化

は確実に進みっつぁり、それは人類の放出する温暖化ガス(二酸化炭素、メ

タンガス、フロンガスなど)によるということが殆ど共通の認識となってき

た。1988年には、世界気象機構と国連環境計画により「気候変動に関する

政府問パネル(1PCC)」が設立され、気候変化に関する科学的評価、環境や

社会経済への影響評価を行うことになった。近年の温暖化現象が地球の歴史
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からみれぱ揺らぎの範囲にあるにもかかわらず大きな問題とされるのは、地

球が過去経験したことのないほどの急速な変化であり、気候の変動は脆弱な

基盤の上に成り立っている高度文明社会に計り知れない影響を及ぼすと予想

されるからである。このような共通の認識に基づいて、 1997年の地球温暖

化防止京都会議では各国の温室効果ガスの排出削減目標が定めらた京都議定

書が採択された。日本は 2010年までに 1990年ベースの 6 %削減を目標に

することになった。個々の企業レベルでも二酸化炭素の排出を押さえるため

に様々な努力が払われるようになってきた。現在は未だ強制力のない規制で

あるが、いずれ排出権の取引や、炭素税の導入(既に北欧諸国では取り入れ

られている。)は必至であるとの見方が一般的になってきたからである。電

力会社が二酸化炭素の固定化技術の開発に乗り出したり、製紙会社がパルプ

用の木材を輸入するのと引き替えに海外で植林活動を展開したりといった例

は枚挙にいとまがない。最近では、食品・飲料工場で排出される有機廃棄物

から取り出したメタンガスと特殊な触媒を使って二酸化炭素から炭素を分離

する技術が開発されたとも伝えられる[161。このような新しい二酸化炭素削

減技術の進展は注目に値するが、いずれもコストがかかることであり、何ら

かの国際的な拡がりを持った政策的手段がとられなければ急速に普及するこ

とは難しい。実際、京都議定書の削減目標は先進国に対して課せられたもの

であるが、消極的な米国や海外での植林による森林の吸収機能を主張する日

本とヨーロツパ諸国との考え方の溝は大きく、達成が危ぶまれている。今後

は開発途上国の協力も必須であるが、二酸化炭素排出の大半の責任は先進国

にあるとしてその押しつけには反発がある。温暖化見通しとして現在最も信

頼性があるとされている IPCC の報告書では、二酸化炭素が現在の値(360

Ppm)から倍増したときの温度上昇は 1.5度から 4.5度と見積もられている

Ⅱ21。地球規模の気候シミュレーシ,ンは複雑であり、現在の精度では不確

定はかなり大きいといえる。しかし、温暖化によって生育できる植物プラン

クトンの種類が変化することまで考慮すると二酸化炭素の増加と温暖化は更

に加速されると指摘する研究者もいる{171。たとえ不確定が大きいといえど

も、取り返しのつかない状況に至らぬうちに世界規模で対処する手だてを講

第5章エネルギー開発における認識論的転換 ☆井口春和☆
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ずることが賢明であろう。もはや目標よりも政策として実施するべき段階に

あるとさえいえる。地球環境の観点からエネルギー資源やその使用量に厳し

い制約が課せられるようになってきたことがエネルギー問題の新しい側面で

ある。

5.3

地球温暖化に寄与することなく再生可能であるエネルギーとして現在注目

されてぃるのが太陽エネルギーや風カエネルギーである。太陽電池の低価格

化よって個人住宅の屋根に取り付けて家庭で太陽エネルギーを利用する例も

増えてきた。余った電力を電力会社に売ることによって年間を通しての電力

料金の収支をプラスにすることさえできるといわれる 1181。初期投資が大き

<、それを促進する補助金制度と個人のクリーンエネルギー指向の精神に

頼ってぃるのが現状であるが、今後も経済性の向上によって普及か進むこと

が期待されてぃる。北欧やドイツなどで進展の著しい風力発電も最近になっ

て普及が加速されっつぁる。いくっも風車を並べて村をウィンドファーム化

しようという試みをしている自治体もある。しかし、太陽光も風力も気象条

件に依存し、今のところ出力をコントロールすることができない等の欠点が

あり必ずしも性質のよいエネルギー源とはいえない。家庭用の太陽光発電に

しろ、地域の風力発電にしろ余剰分を電力会社が買い取ることで普及が図ら

れてぃるが、これは全体の電力に比べてわずかだから可能であるといえる。

大量の電力に出力の揺らぎがあったのでは安定した電力供給を保証すること

ができない。したがって、このようなエネルギーが真に基幹エネルギーの役

割を担うためには、大電力貯蔵あるいは水素ガスの生産などと組み合わせる

技術開発が必要である。一方、バイオマスエネルギー[19-201 は植物からア

ルコールを生産するなど液体燃料として利用する技術がすでに実用になって

いる。もともと大気中の二酸化炭素を固定して成長した植物を利用するもの

だから、これを燃やして二酸化炭素を排出しても全体として収支はゼロであ

エネルギー開発の新しい流れ
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るというのがこれからのエネルギーとして期待される由縁である。ブラジル

では自動車の燃料としてサトゥキビから生産するアルコールが多く使用され

ていた。ただし、最近は原油価格の低迷や国産の油田開発によって純粋アル

コール燃料の車は 10 %程度に減少し、ガソリン車あるいはアルコール・カ

ソリン混合車が多くなっていると伝えられる。近年発達の著しい燃料電池も

クリーンエネルギーと言われる。それは水素と酸素がエネルギー源だからで

ある。しかし、実際には天然ガスから水素を分離して利用している場合が多

く、二酸化炭素を排出しないわけではない。ネ聖済活動を支えるエネルギーは

運輸など移動性のものもあり、電力の形のエネルギーが必ずしも使いやすい

わけではない。自動車用の燃料電池の開発は著しく、数年のうちに実用車が

発売になるといわれている。どんな形の資源にしても究極的には水素を二次

エネルギーとして利用する社会への移行が目標になると思われる。アイスラ

ンドではそのような壮大な国家的実験が始まっていると伝えられる。

第5章エネルギー開発における認識論的転換

エネルギー開発におけるもうーつの大きな流れは、分散型エネルギーの普

及である21)。都会から遠く雜れた大きな発電所から送電する従来の方法

では送電ロスが発生する。また発電の際のエネルギー変換効率は最新の火力

発電所でも40-50 %であり、残りは廃熱として大気あるいは海に捨てられて

いるのが現状である。これに対して、必要な電力を必要な場所で発電するの

が分散型である。排熱を捨てることなく地域の冷暖房や給湯に利用する方法

はコジェネレーションと呼ばれ、全体としてのエネルギー効率を 70-80 %に

あげることが可能だと言われている。送電ロスもない。最近開発されつつあ

るマイクロガスタービンやガスエンジンはその代表である。これらは化石燃

料を使う限り二酸化炭素の排出は避けられないが、有効な省エネルギー技

術であるという観点から二酸化炭素削減に寄与する新しい技術であると言

える。

☆井口春和☆

再生可能エネルギーは現状では基幹エネルギーとはいえない。人類の必要

とするエネルギーのどれほどの割合をまかなうことができるかは今後の開発



原子カエネルギーの光と影5.4

にかかってぃる。しかし、地球環境の観点から今後のエネルギー開発におい

て高いプライオリティを付与すべきものであると言える。

5.4

原子カエネルギーも運転の段階では温暖化ガスを排出しない。未来の基幹

エネルギーとなりうるであろうか。まず簡単に原子カエネルギーを利用する

ようになった経緯を振り返ってみよう。

原子カエネルギーの光と影

原子物理学の進展により核分裂の連鎖反応を利用すれば膨大なエネルギー

が解放されることが知られるようになった 1930年代後半、ナチスドイツが

先に兵器として利用することを恐れた米国政府は、科学者を集めてマンハツ

タン計画として知られる原子爆弾の研究をスタートさせた。結局ドイツはそ

のような技術を開発することなく降伏したが、研究プロジェクトはその後も

継続され、 1945年7月ニューメキシコ州アラモゴード砂漠で初の原爆実験

が行われた。そして、実際に広島、長崎で使われることになった。一方連鎖

反応を制御された状態で起こす試みはフェルミ、シラードらによって進め

られ、原爆完成より2年半も早く1942年シカゴ大学の実験室で初の原子炉

として実現されてぃた。第二次世界大戦後の冷戦構造の中で原子爆弾は兵

器として旧連合国側に拡散していったが、平和利用としての原子力は炉心

溶融など様々な事故が起こり、必ずしも順調に進展したわけではない。しか

し、 1956年のスエズ動乱を契機とした英国の原子力重視政策によって大き

く進むことになった。米国ではウェスチングハウス社やジェネラルエレクト

リック社などの民問企業によって開発が進められ、 1960年代中頃には 200

万kW クラスの大容量の沸騰水型原子炉、あるいは加圧水型原子炉は、新

鋭の火力発電と採算性で競争できるようになった。これを契機に原子炉建設

ラッシュが始まることになった。原子力が夢のエネルギーとして人々に受け

入れられた時代である。ちなみに日本では 1957年日本原子力研究所におい
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て、アメリカ型の原子炉を用いて初の臨界を達成した。

第5章エネルギー開発における認識論的転換

これまでに世界中で 500基を越える原子炉が建設された。化石燃料資源

に乏しい日本は原子力利用を国策として進めてきており、現在約50基が稼

働している。その総発電量は 4500万kw、発電電力量のおよそ 35 %を原

子力に頼っていることになる P11。電力の原子力依存度は電力会社によって

も異なるが、多くの原子力発電所を持つ東京電力、関西電力では原子力の占

める割合はさらに大きい。最近の新聞によれば、正月や大型連休など電力需

要が最小になる時期の原子力発電比率は90%近いという。昨年正月には関

西電力で 105 %になった日もあると報じられている P2}。今日原子力は日

本における基幹電力として重要な位置を占めるようになっている。もちろん

エネルギーは産業用、運輸用、民生用など様々な利用形態があり、一次エネ

ルギーに占める原子力の割合は 13%程度である。50%を越える石池依存が

根本的に変わったわけではない。しかし、石油危機の頃は8割近くを石油に

依存してぃたわけで、この間の変化、とりわけ原子力と天然ガス(約 12 %)

などへのエネルギー資源の多様化はエネルギーセキュリティーの意味でも大

きかった。このように、核分裂エネルギーを利用した原子力は確かに石袖危

機に対して応えてきたといえる。

☆井口春和☆

しかし、急、激な原子カエネルギー利用の拡大は、様々な矛盾を積み残した

まま進んできた。とりわけ放射性廃棄物の処理に関する技術的課題、経済的

負担を未来社会に大きな負の遺産として残すことになった。発電コストの採

算性も廃棄物処理の費用まで含めて評価したものではなかった。高レベル放

射性廃棄物の処理のための費用は今後何十年にもわたって年間数百億円の費

用がかかると推定されている[2司。炉心で発生するプルトニウムは核兵器の

材料となるため、その管理体制を巡る国際的政治問題を引き起こすことにも

なった。さらにこの 20年間の原子力に関わる様々な事故(スリーマイル、

チェルノブイリ、もんじゅ、 JC0 など)は、人々の原子力に対する夢と信

頼を失わせていった。現在の炉形式、安全技術から考えて、チェルノプイリ
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の再現の可能性がどんなに小さいと説明されても、人々に安心を与えること

になってぃない。炉とはかけ離れたところで起こった JC0 の事故はむしろ

原子力に対するより根源的な不安を広めることになり、結局人類は原子の火

に手を出すべきではないという考え方を持っ人々が増えてきた 118,24}。近

年のこのような傾向は西側先進諸国では共通の現象であり、日本、フランス

を除いて 1980年代以降原子力発電所の発注は皆無といってよい。現在も増

設が続いているのは人口の増大を抱えるアジア諸国がほとんどである。原子

力推進の先頭にたっていたフランスも、最近高速増殖炉の実証炉であるスー

パーフェニ、"クスを閉鎖、解体することになった P51。増殖炉開発計画を残

すのは日本のみとなってしまった。その背景には海水からのウラン採取の採

算性に目途がついてきたことや、再処理されたプルトニウムをプルサーマル

伸呈水炉でウランと一緒に燃やす)によって利用する技術が確立されつつぁ

ることがあると思われる。

原子カエネルギーは再生可能エネルギーと並ぶ人類の未来を担う基幹エネ

ルギーであり、それ抜きにしては現在の地球人口さえ養っていくことはでき

ないであろうというのが原子力を容認する立場である。しかし、人類は危険

な原子の火から手を引くべきであるという反対意見がむしろ増えつつぁるの

が現状であるように思われる。両者の意見は消して交わることはないのかも

しれない。それはどちらが正しいというような問題ではなく、人類の生存の

形としてどちらを選択したいか、あるいは選択すべきかというそれぞれの

人の哲学あるいは人生観の問題だからである。しかしどれほど困難であっ

ても、議論を避けることは許されない。原子力に一定の役割を期待するにし

ろ、徐々に削減して将来完全に廃棄するにしろ、人類は相当に当分の間維持

管理の負担を背負って行かなくてはならないからである。
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核融合研究体制の変遷5.5

もうーつの原子カエネルギーである核融合エネルギー開発はどこまで進ん

でぃるのだろうか。まだ50年以上かかるであろうというのが大方の研究者

の見方である。研究が始まって40年、何故これほどの時問がかかったのか、

まず開発の歴史から振り返ってみたい[1,2,26,271。

核融合エネルギーの解放は核分裂エネルギーの場合と異なりまず水素爆弾

として実現された。 19詑年のことである。それから間もない 1955年、ジュ

ネーブで開かれた第1回原子力平和利用国際会議において、バーバー議長が

その演説のなかで「制御された状態で核融合エネルギーを解放させる方法が

今後20年以内に見つかるであろう」と述べて、核融合エネルギーの平和利

用への関心が急速に高まった。そして 19認年の第2 回会議以降、制御核融

合を目指す研究は国際的公開のもとに行われることになった。既に米国は

シャーウ"ド計画 P81として相当に多額の予算を投入し、スピ"ツァー博
士のステラレーターの研究をはじめ、様々な実験装置が建設されていた。日

本においても核融合研究に着手すべく、発足して間もない科学技術庁の原子

力委員会のもとに湯川秀樹博士を会長とする核融合反応懇談会が開かれた。

その議論に基づいて核融合専門委員会が設置され、 2年間にわたって日本に

おける核融合研究の進め方が検討された。基礎研究から始めるか(A計画)、

諸外国にならって中型装置を建設するか田計画)という、いわゆる A・B

論争が繰り広げられた。最終的には湯川会長の裁定により、大学における人

材育成と学問的基礎を確立することを目的として、原子力予算ではなく文部

省の科学研究予算の枠でスタートすることが決まった。その結果、 1961年、

名古屋大学に全国大学共同利用機関としてプラズマ研究所が設置され、原子

物理学者の伏見康治博士が初代所長になった。1960年代の核融合研究は後

に煉獄の時代と表現されたように、世界各国ともプラズマ閉じこめの難しさ

☆井口春和☆
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に悩まされてぃた。しかし、様々な方式の試行錯誤により少しずっ新しい知

見が蓄積されていった時代でもあった。日本ではプラズマ研究所や大学にお

ける基礎研究を中心として、プラズマ物理学として多くの成果を上げていっ

た。しかし核融合を指向するプロジェクト研究は大きく立ち後れていること

が指摘され、科学技術庁傘下の日本原子力研究所でトーラスプラズマの閉じ

込め研究に着手することが決まった。、頭脳流出として米国に渡った二人の

日本人、大河千弘博士、吉川庄一博士の活躍も大きく影響したと言われてい

る。かってのA、B論争の B計画の復活である。以後文部省傘下の大学等に

おける基礎的原理的研究と、科学技術庁傘下の原子力研究所を中心とするプ

ロジェクト研究という二本立ての研究体制ができあがった。

ところが、 1960年代末にソ連におけるトカマク型装置の成功が報じられ

プラズマ閉じ込めに新しい展望が開けたことと、 1970年代はじめの石油危

機によって、エネルギー開発としての核融合への期待が急速に高まり、文部

省の科学研究費、科学技術庁の原子力予算ともに急増することになった。プ

ラズマ研究所や大学の研究もプロジェクト的な核融合指向の研究へとシフ

トし、様々な閉じ込め方式の間の競争になっていった。一方原子力研究所で

は核融合炉早期実現へのステップとして臨界プラズマ実験装置JI-60 の建

設が決まった。外部からの入カエネルギーと核反応によって生じたエネル

ギーとの比を示す Q値が1となる臨界条件の達成、いわゆる科学的実証を

目指す実験である。このプロジェクトは 21世紀初頭の核融合実証炉運転を

目標とする核融合エネルギー開発計画の一環と位置づけられた 12田。世界的

にも米国、ソ連及びヨーロッパ共同体で同規模の実験計画がスタートしてお

り、世界四大トカマクと呼ばれた。(ソ連は経済的な状況の悪化もあり、同

規模の装置は結局建設されることはなかった。)しかし、各国とも当初の

予想以上の時問と費用がかかり、 JT、60U装置(途中で改造したため名前が

変わった)では Q=1の条件を達成するという約束を 1990年代半ぱになっ

てやっと果たした。実用炉のはるか手前の臨界実験にほぼ四半世紀を費やし

てしまったことになる。(筆者は、核融合研究で通常使われる臨界というこ
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とばは原子炉との対比において適切と言えず、かえって過度の期待を生むこ

とになったのではないかと思う。)

第5章エネルギー開発における認識論的転換

一方大学関係では、予算規模の拡大とともに基礎科学としての研究は次第

に隅に追いやられ、異なる閉じ込め方式の開発競争の様子を呈するように

なった。プラズマ研究所では様々な方式と並んでトカマク型による核反応実

験装置まで計画されるようになった。各地の大学に設置された研究センター

における中型装置実験もそれぞれに進展があったが、そのまま大型化するに

は費用がかかりすぎるという共通の難点を抱えていた。文部省傘下の次期計

画については学術審議会で議論され、新しい研究所を設置して一本化すべき

ことが提言された。その結果、京都大学で開発されてきた日本独自のへりオ

トロン型装置を大学共同利用実験装置として新しい研究所に設置することに

なった。1989年に名古屋大学プラズマ研究所、京都大学へりオトロン核融

合研究センター、広島大学核融合理論研究センターを整理統合し核融合科学

研究所が発足した。新設された大型へりカル装置LHD の実験は 1998年に

スタートし、トカマク以外の閉じ込め方式で世界初の大型装置として研究が

進められている。しかし一方では、この一本化によって大学の核融合研究離

れを加速したという批判もある。

☆井口春和☆

21世紀を迎えて、文部省と科学技術庁は統合されて文部科学省となった。

これまでの二本立ての研究体制は、教育及び基礎研究と開発研究を分担して

担うという形で機能してきた。予算においても、科学研究費(文部省)と原

子力予算(科学技術庁)というように独立が保たれてきた。しかし、省庁統

合により核融合研究予算は一本化されることになり、新しい研究体制と理念

の構築が必要となっている。
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5.6 核融合研究者の反省すべきこと

以上に述べてきた経緯からも明らかなように、核融合研究は基礎科学とい

うよりもエネルギー開発という目的研究として社会的に認、知され予算を与え

られてぃると見るべきである。石油危機以降の急速な予算の伸びはそれを示

唆してぃる。研究者の側もそれに便乗し、「無尽蔵・クリーン」という宣伝文

句を携えて、展望の甘いままあたかもその危機に応えることができるかのよ

うな印象を与えて来たところがある。社会の過剰な期待に対して科学者とし

て否定すべき点ははっきり否定するというような正直さを失っていたのでは

ないか。石油危機に背中を押されて大型化してきた研究は世界的にも限界に

達し、実証炉のはるか手前の実験装置でありながら国際協力でーつ作れるか

どうかというほどの規模になってしまった。それにもかかわらず、実用化は

50年も先と予想、されるほどに技術的、経済的課題が大きい。そして今、卯

年にもわたる研究を重ねながら未だにエネルギーを生産することなく、今後

さらに膨大な予算を必要とするであろうことを厳しく批判されている{301。
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核兵器としては原子爆弾と水素爆弾という形で 10年を経ずして共に実現

されたのに、平和利用において核分裂と核融合でかくも大きな差ができてし

まったのはなぜだろうか。最大の理由は両者の制御技術の難しさに想、像以上

の差があったということであろう。原子炉は原子爆弾より先に実験室におい

て制御された状態で臨界に達した。その後の原子炉の歴史は制御技術の進

歩、発展の歴史であった。一方、核融合の連鎖反応が実現されたのはまず水

素爆弾としてであり、しかもこの連鎖反応、を起こすための起爆剤として原爆

そのものの爆発エネルギーを利用しなければならなかった。図らずもJCO

の事故によって誰もが知ることとなったように、原子炉では濃縮ウランをー

定量集めるだけで自然に臨界に達する。ところが、核融合の連鎖反応、を起こ

すには外から大きなエネルギーを注入し、原子核同士をクーロン障壁を越え
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るに十分なエネルギーで衝突させなければならない。必然的に燃料である重

水素は気体プラズマとなる。結局核反応の制御ではなく、高温気体プラズマ

の制御の難しさに核融合研究のほとんどのエネルギーを奪われてしまった。

Q=1の条件は達成したけれど、実際に核融合連鎖反応の持続した核燃焼プ

ラズマは未だ実験室で実現されたことがない。最も核反応、を起こしゃすぃ重

水素・三重水素(D、T)反応、が当面の目標になっているが、この反応を利用

する限り大部分のエネルギーが14 MeV の中性子として発生する。このた

め装置の放射化は避けられず、今後耐高中性子照射材料や低放射化材料を開

発する必要もある。14 MeVの中性子から安全かつネ丕済的にエネルギーを取

り出す技術も確立していない。その上燃料である三重水素は放射性物質であ

る。炉心プラズマ条件を最も達成しゃすい D・T反応を使う核融合は、難し

いところをすべて炉工学にゆだねてしまった感さえある。しかし炉として必

要な研究はまだ端緒についたばかりであり、明確な見通しができているわけ

ではない。一方、重水素、へりウム 3 (D、He3)反応を使えば、発生する工

ネルギーの大部分を荷電粒子力斗旦うため、中性子による放射化の問題は少な

<、炉工学への負荷も少ないと期待される。ただ、この場合は炉心プラズマ

として一桁以上高温のプラズマを閉じ込めなければならず、そのような閉じ

込め方式は未だ小規模の実験しかないのが現状である。

第5章エネルギー開発における認識論的転換 ☆井口春和☆

核融合は高レベル放射性廃棄物を排出しないし、炉心溶融のような暴走事

故も原理的にあり得ない。燃料である重水素やりチウムも豊富に存在する

し、運転段階では二酸化炭素も排出しない。実用化されれば核分裂原子力に

比べてはるかに安全でメリットも大きいというのが核融合研究者の主張であ

る 131,321。しかしエネルギー開発としての核融合はまだ核分裂エネルギー

の足下にもおよばないと認めざるを得ないのが現状である。



人々が選択するエネルギーと地球環境5.フ

5.フ

人類はいずれ再生可能エネルギーと原子カエネルギーへの依存度を高め

ざるを得ないというのが一般に共通した未来エネルギーの姿であろう。し

かし、有限の地球の概念がはっきりしてきた段階で、かってのような大量生

産大量消費を豊かさの指標のように見なすエネルギー多消費社会はもはや

成立しえない。エネルギー消費の幾何級数的な増大を前提とせず、石油危機

の頃とは根本的に異なったエネルギー開発戦略を構築しなけれぱならない。

21世紀末には世界の人口は 100億人を越えるであろうといわれている{331。

しかし、地球の有限性を知った今、単なる人口予測と現在の先進国並エネル

ギー消費を仮定したエネルギー需要予測は破綻せざるを得ない。いったい地

球がどの程度の人口を養いうるかということは、エネルギーの問題だけでな

く、食料をはじめ諸々の資源の制約、環境の制約を受けざるを得ない。アメ

り力型ライフスタイルを理想、とするような文明のあり方そのものも変化を余

儀なくされるであろう。そのような厳しい制約の中で、それでも人間はエネ

ルギーを使わずに生きていくことはできない。再生可能エネルギーだけでま

かなってぃけるならぱそれに越したことはない。しかしどうしても必要なら

ぱ、人々の納得の上で足りない部分は原子カエネルギーに頼らざるを得ない

というのがまっとうな道筋であると思われる。そのためにこそ、原子カエネ

ルギーに対する信頼の回復に務め、それを扱う技術を維持させなけれぱなら

ないと考える 134,351。

核融合は長期的視野にたった研究である。石油危機に対して何ら答えを出

すことができなかったことを省みて、しかし、究極のエネルギー源として十

分に魅力があることを考えるならば、これまでの研究体制を今一度検証し、

究極のエネルギーといわれるにふさわしい道筋をもう一度見直すべきではな

いだろうか。核融合研究には今、真のブレークスルーが求められている。時

人々が選択するエネルギーと地球環境
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間がかかっても完成した暁には核分裂のエネルギーから核融合のエネルギー

への転換を進めることができる。自分の世代では完結できないとすれぱ、次

代を担う人材を育てなければならない。若者を引きつけるのは高い理想であ

る。次世代が夢をもって取り組むことができるような研究でなければ衰退す

るであろう。そのためには人々に核融合が理想のエネルギーであり得ること

を再び認識してもらうことがまず大切であり、回り道であってもこのプロセ

スを通らなければ将来への展望は開けない。狭いコミュニティの論理で拙速

に進めるのではなく、幅広い議論と情報の公開を通じて人々の選択にゆだ

ね、その選択に答える努力をすることが当事者たる科学者、技術者に求めら

れている姿勢であると思われる。

第5章エネルギー開発における認識論的転換

終わりに

☆井口春和☆

このような議論は一次資料から掘り起こして検証すべきとの批判はあろう

が、エネルギー開発はあまりに多様多岐である。そのような方法はとうてい

筆者の能力の及ぶところではない。そのため様々な文献を参考資料としたが

消化不良は否めず、記述に多少の不正確があったとすればそれは筆者の責任

である。尚、核融合科学研究所の田島輝彦博士には日頃から様々な観点から

の助言や批判をいただいたことをここに記してお礼申し上げたい。

5.8 付録:プラズマ・核融合学会誌乃巻7号(1997)
編集後記より

近頃、科学の分野で胸躍らせる事件は、火星探査宇宙船の火星着陸とその

後送られてきた火星表面の鮮明な画像であろう。このニュースを通してもう

ーつ感銘を受けたことは、20年の眠りを覚まして再度火星着陸を果たし



5.8 付録:プラズマ

得たのが、 29才の若者のアイデアと67才のべテラン于由服縫製技師(女

性)の協力によるエアバッグ方式の成功によるものであったことである0

方はあの月着陸を果たしたアポロ宇宙船の飛行士の宇宙服を縫製した技師で

あり、片やアポロ着陸のニュースさえ記憶にないであろう若者である0 さら

に喝采を浴びたのは、この火星着陸船にかけた費用か'20年前の十分のーで

あったということである。いや、むしろ十分のーだったからこそ喝采を浴び

ることができたのだろう。

核融合学会誌73巻 7号(1997)編集後記より

このニュースを聞いて最初に心に浮かんだことがある。アメリカの高校の

物理課程に次のような実験がある。生卵を校舎の屋上から落とす。)のとき

決められた重量以下の材料を使ってこの卵を軟着陸させよというものであ

る。生徒たちは2-3週間かけて様々な工夫をする。宇宙開発の先陣を切っ

てきたアメリカらしい教育課題ではあるが、物理の感性を育てようとする意

図は明らかである。心に浮かんだことというのは、あの若い科学者はきっと

この実験に真剣に取り組んで、必ずや失敗したに違いないということであ

る。もちろんこれは推測にすぎないけれど。

さて、振り返って核融合研究の状況である。エネルギー資源の乏しい日本

だけはまだ恵まれてぃると思われていた研究環境も、ここにきてITERの

誘致返上など世界的な潮流に逆らえない情勢である。これはもちろん、石油

や天然ガスの究極可採埋蔵量の年々の増加などにより、石油シヨツク以後叫

ばれてきた代替エネルギー開発の緊急、性がやや薄れてきていることが大き

い。しかしもっと重要な点は、原子カエネルギーの開発にっいても、国策と

してのトップダウン方式は時代の要請に合わず、庶民感覚が重要視されるよ

うになりっつぁることである。昨今の原子力をとりまく状況を庶民感覚から

表現すれば、「国策信ずるに足らず」ということになろう。核融合開発もど

うやら同じように見えているらしい。二度にわたる石油シヨツクからほぼ2

0年、余程オープンに、時間をかけて、そう、高校生にもわかるような議而

をしない限り説得力は生まれないだろう。こうして 20年くらい道草を食っ

フフ
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ていると、石油シヨックの怯えを知らない若い科学者が現れて、十分のーの

投資でイグニッションを達成するアイデアを出すかもしれない。もちろんそ

の間地道な努力は必要であるけれど。要するに核融合研究も「急、がば回れ」

の精神が必要ではないかということである。編集委員を仰せつかった期間だ

けでも、こういう時期の学会誌の役割を考えてみたいと思う次第です。

第5章エネルギー開発における認識論的転換 ☆井口春和☆
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